
建 築 確 認 を 伴 う
浄 化 槽 の 設 置

建築確認審査機関等へ提出する書類に必要書類
が含まれています。

建築確認を伴わない
浄 化 槽 の 設 置

工事着工予定日の12日以上前に設置届等を山武
地域振興事務所へ提出

浄化槽使用開始報告書 使用開始後30日以内に山武地域振興事務所へ提
出または郵送

浄化槽使用廃止届 廃止後30日以内に山武地域振興事務所へ提出ま
たは郵送

浄化槽管理者変更報告書 管理者（持ち主）が変わってから30日以内に山武
地域振興事務所へ提出または郵送

区　分
単独（し尿）浄化槽から
合併浄化槽に転換

汲み取り便槽から
合併浄化槽に転換

5 人 槽 512,000円 432,000円

6・7人槽 594,000円 514,000円

8～10人槽 728,000円 648,000円

区　分
太陽光発電システム

（既築住宅のみ補助対象） 太陽熱利用システム
（自然循環型は補助対象外）

町内施工業者 町外施工業者

補助金額 1kWあたり30,000円
（上限135,000円）

1kWあたり20,000円
（上限90,000円）

補助対象経費相当額
（上限50,000円）

調査名 周期 とき 対象 目的

学校基本調査 毎年 5月 1日（火）幼稚園・小学校・中学校・高校・各種学校等 学校に関する基本的事項を調査し、学校教育上の基礎資料を得ます。

工業統計調査 毎年 6月 1日（金）製造業に属する事業所 工業の製造活動状況を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得ます。

住宅・土地統計調査 5年 10月 1 日（月）町内一部地域の世帯 住宅と世帯の居住状況等の実態を把握し、その現状と推移を明らかにし、
住生活関連施策の基礎資料を得ます。

漁業センサス 5年 11月 1 日（木）町内の漁業に従事している経営体
漁業の生産構造、就業構造と背景を明らかにし、漁業構造の改善等、行政施
策の基礎資料とする。

農林業センサス 5年 2月 1日（金）町内の農林業に従事する経営体
農林業・農山村の基本構造を把握するとともに、農林業施策の立案・推進に
必要な基礎資料を整備します。

統計調査にご協力をお願いします
　平成30年度の統計調査は次のとおりです。調査員が訪問したときは、ご協力をお願いします。
　なお、統計調査員は「調査員証」を携帯しています。統計調査を装った「かたり調査」にご注意ください。

■浄化槽を設置する前に下表の届出などが必要です

■設置工事は県に登録のある業者または届出を行っている業者に
依頼してください　（県ホームページで確認できます）

■浄化槽の機能を維持し、悪臭や水質汚濁を防ぐため次のことを
行ってください
保守点検　 県に登録のある業者に依頼し、作成された保守点検記

録票は3年間保存してください。
定期清掃　 許可を受けた業者へ依頼し、年1回以上の清掃をしてく

ださい。
法定点検　 （公社）千葉県浄化槽センターが、浄化槽の機能が維持

されているかを検査します。浄化槽使用開始後3か月
から8か月の間に1回、その後は毎年検査を受ける必要
があります。
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　町では公共水域の水質保全のため、既存の単独（し
尿）浄化槽や汲み取り便槽から、合併処理浄化槽への
転換工事を実施する場合に、予算の範囲内で補助金
を交付しています。合併浄化槽へ転換し、栗山川を
きれいにしませんか。

補助金限度額

【注意】
・ 補助金の交付を希望するときは、工事を始める前（計
画段階）にご相談ください。
・ すでに工事を始めている場合は、対象となりません。
・ 建物の新築で設置する場合や、建て替えに伴う汲
み取り便槽からの転換の場合は、対象となりません。
・販売目的・別荘などは、対象となりません。

設置と維持管理 補助制度

合併浄化槽の設置・維持管理・補助制度合併浄化槽の設置・維持管理・補助制度
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